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１．はじめに
戦前の天津において，日本人を対象とした男子中等教育は，初等教育に比べ立ち遅れていた。1902
年に天津日本小学校の開設は日本人教育の嚆矢であった。しかし，1920年になって初めて天津の日
本青年会によって商業，中国語，英語の教育を指導目的とする天津日本実業専修学校が創立され，天
津に在住した日本居留民には初等教育よりレベルの高い教育機会を提供した。とはいえ，天津日本実
業専修学校は夜間学校であったため，正式な中等教育機関ではなかった。それゆえ，天津の日本人に
は男子中等教育を目的とする学校の開設を望む要望が高まっていった。
天津は港都市で地理，政治，経済に亘って重要な地位を占めていたため，アヘン戦争後 9ヵ国の租
界が相次ぎ設置された。天津は，華北地区の各都市の中，対内外とも貿易の中核的な役割を果たし
ていた。天津日本居留民の増加に伴い，日本人にとって天津における商業の発展が著しくなってい
た。1928年から 1936年の間，天津において日本人経営の商店は 746軒から 1805軒に増加し，2.4倍
の激増であった（１）。また，天津港対日本輸出入額は総貿易額割合としては 1927年 42.6％，1928年
40.3％，1929年 31.0％，1930年 45.9％，1931年 40.9％であり，1929年を除いて年度ごと 4割以上増
え続け，諸外国の首位を占めることとなった（２）。
本稿に取り上げる「天津日本商業学校」は以上のような経済発展を背景に，天津において中国人と
取引できるような人材育成を目的として，さらに天津の日本居留民の男子中等教育機関の増設の要望
に応じ，1933年に開設した学校である。
戦前期の天津において日本人を教育対象とする中等教育機関については，拙著に天津日本高等女学
校―松島女学校（2014）（３），及び天津中日学院の日本人教育（2015）（４）を取り上げた。一方，「外
地」における商業学校に関する研究は，中国青島の私立青島学院商業学校（５），朝鮮の釜山第一商業
学校（６），旧満州の大連商業学校，大連女子商業学校，長春商業学校（７）などが挙げられる。しかし，
天津日本商業学校に関する先行研究はまだなされていなかった。
本稿は天津における日本人の男子中等教育の展開を明らかにするため，その一例として天津日本商
業学校の教育について考察する。まず，同校の創立以前の天津における日本人の教育事情を時系列的
に考察から整理し，同校の創立と沿革について述べ，次にどのような教育方針に基づいて教育を行っ
ていったのか，学校の学則と科目表を参考にし分析する。最後に，戦時下同校は戦争にどのような影
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響を受けたのかを考察する。本稿は外務省外交資料館の文書，天津日本居留民団の資料，及び同校の
卒業生の回想録をもとに分析する。
２．天津日本商業学校の設立
2.1　日本人を対象とする教育事情
日本が 1898年天津に租界を設立して以来，日本人居留民が年々増加しつつあり，それに呼応する
かのごとく，日本人向けの教育は居留民の有識者に注目されるようになってきた。そうした背景をう
けて日本人を対象とした小学校が 1902年に設立された。にもかかわらず，中等教育機関は立ち遅れ
ていた。1921年に女子中等教育機関として天津日本高等女学校が設置された。それは天津の居留民
が女の子を手放したくないことを理由にし，彼女等を留め置くため，私立学校を発足させた。その後，
天津日本高等女学校の開校は天津をはじめ，北京，河北省の居留日本人の女子教育問題を解決するた
めの基盤となった。
しかし，男子中等教育の問題は棚上げにされたままの状態が続いた。表 1に示したように，1922
年から 1931年かけて天津日本尋常小学校の卒業生は全体的に増加していったが，卒業後，修学希望
の者は内地若しくは大連，旅順などに進学せざるを得なかった。一方，1920年に天津日本実業専修
学校は天津青年会によって創立したが，「補習的修業の為すにとどまる現状」（８）があり，それに，私
立学校であったため，学費負担の重荷に耐えられない者は中途退学を余儀なくされた（９）。
表 1　小学校尋常科卒業生（男）の卒業後の状況（1922年–1931年）
人数
年度
卒業生
中等学校へ入学せしもの
実務 高等科
中学校 商業学校 工業学校 農学校
1922年 21  8 3 1 3  6
1923年 18 10 1 1  6
1924年 25  9 2 2 12
1925年 33 18 4 11
1926年 31 16 2 1 12
1927年 30 19 2 1 1  7
1928年 27 15 4 1  7
1929年 40 17 8 15
1930年 34 18 7  9
1931年 42 12 6 24
出典：『商業学校設置認可申請の件』昭和七年十月十一日
天津居留民団は財政の原因で，中等教育機関の設立が長い間実現できていなかった。しかし，「海
外第一線前駆者の第二世として活躍するに足る素養に缺くところあるが故に外ならず這は在留民多年
99天津における日本人の男子中等教育に関する一研究（李）
粒々辛苦の基礎を自ら崩壊に導くものにして租界将来の発展に於て吾人当局の中等教育上特に考慮を
要すべき重点なり」（10）との認識があり，1928年に男子中等教育機関の創立に着手するようになった。
2.2　天津日本商業学校の沿革
1928年 9月居留民会臨時会において，「陛下御大典記念事業」として男子中等学校設立のことが決
議され，翌 1929年より男子中等学校設立の基金を積み立てることになった。
財団法人天津共益会は 1930年 7月に設置された後，天津日本商業学校の設立に関して引き続き研
究調査を行った。「居留民団亦夙に之を考慮し今上陛下御大典記念事業として中等教育機関設立の為
め基金積立の挙あり本会亦之を継承したるを以て以来その実現の速かならんことを期し各方面の事情
を調査斟酙し漸やく茲に天津日本商業学校の創立を企刻するに至れり」（11）とした。
天津日本商業学校の設置に関しては，日文新聞の『天津日報』には，「当地に甲種商業学校を設立
する議が台頭―語学と対支経済学に重点を置き　青年の養成に努めよと―」を題目にし，同校の開校
準備について報道した。報道には，特に「当天津に男子中等教育機関不備に鑑み」と現状を指摘し，
商業学校の設置は「語学と対支経済学に重点を置き，将来支那に活躍する青年を養成することは最も
妥当且つ急務なり」（12）と述べていた。
天津日本商業学校は 1932年 10月 14日に天津日本領事館より同校開設の申請許可が得られ，1933
年 4月に開設された。初代校長を天津高等女学校教諭である若菜佐を指名し，第 1回目の生徒募集は
44名の応募者から 39名を採用した。1933年 7月 8日に初めて外務省・文部省による在外指定学校の
認定を受けた。
天津日本商業学校は初期の頃，日本租界芙蓉街の日本青年会を仮校舎として授業を開始した。1934
年 12月 25日に日本租界の旧共立医院跡に仮校舎を移転し，1936年 3月に淡路街に校舎が新築され，
新校舎に移った。
戦時下，同校は「教育ニ関スル戦時非常措置方策」（13）によって廃校されることとなり，1944年より，
生徒募集を打ち切った。それは，「聖戦完遂」に商業経済が不要という文部省の方針のためでもあっ
た。在校 3学年以下の生徒は全員天津日本中学校に転校し（14），4学年と 5学年の生徒は学業を継続
することできたが，学校は 1945年 3月 31日限りで閉鎖となった（15）。閉鎖まで全部で 9回の卒業生
を出した。
３．天津日本商業学校の学則と教育方針
3.1　学則
本節では，天津日本商業学校の学則（16）に則って，同校の教育を分析したい。
同校は「大正十年文部省令第十七号商業学校規定により帝国臣民たる男子にして商業に従事せんと
する者に必須なる知識技能を授け兼ねて徳性の涵養に力むるを以て目的と」（学則第二条）したよう
に，商業学校令の趣旨に基づき，商業に従事する者を育成することを目的とした。同校は「至誠進取」
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を教訓にした（17）。修業年限は 5年である。
入学資格は，「本校に入学し得るものは身体健全志望強固品行方正にして左の資格を備へ且同校の
考査に合格したる者たるへし。一，第一学年には尋常小学校を卒業したる者又は年齢十二年以上にし
て之と同等以上の学力あると認めたる者。二，第二学年以上には相当年齢に達し相当の学力ありと認
めたる者。前項の学力は当該学年の程度により検定す但高等小学校第二学年終了者にして本校第二学
年に入学を希望する者に対しては国語漢文，代数，外国語，珠算につき検定」（第十一条）する。また，
転入生の受け入れも可能だが，「缺員ある場合に限り之を許可す。前項の規定により入学する生徒は
同一学年に編入することを得但学科課程に差異ある時は其学科並に主要科目につき検定」（第十二条）
することとなった。
授業料は「一人一ヶ月銀五弗とす」（第二十五条），「本校生徒にして一家の子弟同時に二名以上在
学する場合における授業は年長者一名は前条の額とし其他は一名月額各二弗を減す」（第二十六条）
を徴収した。
3.2　教育方針
同校の「教育方針」（18）は，具体的に以下の通りである。
一， 教科の実際化と地方化とに努むることは特に本校に於て必要とする処なるを以てよく実社会
との接触を保ち其進運に後れざると共に教育の効果を一層大ならあしむることに努むること
二， 講演式教授に流れず生徒の自発心を啓培し進んで自学自習をなす良習を養成すること
三， 教授は発見的なるを要す然れども創造に導く過程としての模倣を重んずべし
四， 教材の研究精査を十分になし主眼点の徹底に努ること
五， 教授に厳格なるを要するも常に興味を喚起することに努ること
六， 教授はなるべく直観教授を行ひ観察，思考，記憶，想像等の諸能力を長ぜしむることを要す
七， 作業並に実践などに重きを置く教科に対しては格別の考慮をなし忠実真剣に業に服する態度
と信念を養成に努ること
八， 常に他教科との連絡を保ち，教授上の能率増進を図り同時に教授の効果を一層大ならしむる
こと
九， 学年始めに於て教材を大量的に分配するは勿論，毎教授時に於ける分量に付一層考慮を拂べ
きこと
十， 教授は教訓と相俟ちて始めて教育目的効果を挙ぐるに至る所以て深慮し単に知識技能の点の
みに走らず教育的見地に立つて之を行ふこと
以上の「教育方針」をまとめると，6つの特徴が挙げられる。
①実用性を重視すること。「教科の実際化と地方化とに努むる」「実社会との接触を保」つという方針
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から，同校は教育において，現地の事実からの学びを出発点とし，学んだ理論を常に現実の事情に
結びつけることを心掛けていた。
②自ら学びたい意欲を育成すること。「自発心を啓培し進んで自学自習をなす」方針を通して，同校
は一方的な教え込む教育より，生徒の学ぶ意欲を育て，自ら問題発見，問題解決の教育を目指して
いる姿勢がうかがえる。
③生徒の興味関心を考慮すること。同校は，生徒の授業や教科への関心を喚起する教育の実施を重視
した。
④発見的・創造的な学習を重視するとともに，模倣や観察などの能力も重んじること。同校は，授業
において抽象的な講義より，直接的な授業を行い，生徒が観察，記憶，模倣などの方法を通して，
教育上の目的を達成することを試みた。
⑤教材を慎重に選別すること。同校は，教材を十分に「研究精査」したうえで使用し，配付の量にも
考慮を払っている。即ち，一遍に大量な資料を配るだけでなく，授業の目的に基づき，毎回適切な
資料を配ることも大切である。
⑥忠実真剣な態度と信念を育むこと。「学則」は，「商業に従事せんとする者に必須なる知識技能を授
け兼ねて徳性の涵養に力むる」と明記されているように，同校の教育は生徒に専門的な知識を伝授
するのみならず，商業の従業員に備わった忠実かつ真剣的な態度と信念の育成に重きを置いた。
４．天津日本商業学校の教育
4.1　授業内容
同校の教科目と週間授業時間数は表 2の通りである。
表 2　天津日本商業学校学科課程及び授業時間数（1933年）
授業
学年
修身 公民科 国語 数学 地理 歴史
外国語
理科
商事
要領
簿記
英語 華語
第 1学年 1 6 5 2 2 5 5 2
第 2学年 1 6 5 2 2 5 5 2
第 3学年 1 5 4 2 5 5 2 3 4
第 4学年 1 3 5 4 5 4 2 3 3
第 5学年 1 3 3 2 4 4 4
授業
学年
商品学
商業
実習
商業
法則
工業
要領
図画 音楽 満蒙及支那事情 実践 体操 計
第 1学年 1 1 4 34
第 2学年 1 1 4 34
第 3学年 4 35
第 4学年 2 2 4 36
第 5学年 2 2 2 2 1 4 4 36
出典：『昭和八年共益会事業報告』より，筆者作成。
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天津日本商業学校の教科は次のような特色がある。
①外国語教育を重視し，英語と中国語を両方履修していること。
②「満蒙支那」事情を課していること。
外国語については，天津日本商業学校は外国語の配当時間が多く，生徒は在学中，英語と中国語を
必須科目としていた。中国で商業活動を行うには中国語が必要である。また，天津には多国の租界が
設けられたため，将来中国人を含む外国人と接触の多い商業活動に従事する人材を養成するという必
要性もある。配当時間からみると，英語と中国語はほぼ同じ重きが置かれたことがわかる。
また，外国語の授業内容として，英語は「講読，作文，習字，文法，会話，商業通信文」となって
おり，中国語は「講読，作文，会話」となっている。中国語は読解や会話に重点が置かれているが，
英語はさらに商業文を書くことができるような実業を重視する内容となっている。
「満蒙支那」事情については，教科の中に「満蒙及支那事情」がある。中国で商業活動に従事する
場合には，現地の地理・歴史・気候風土などの知識が必要となる。
正規授業の他は，「全校生徒の平均向上に主眼を置き，正課授業に主力を注ぐも同時に余力の許す
限り課外に於て個別的指導に努む」（19）教育方針がある。具体的措置としては，個別的な補習授業を実
施するということである。すなわち，暑中休暇の二週間，及び一月中旬から三月上旬までの時間を利
用し，学業に遅れた生徒を対象に，英語，代数，博物，中国語などの補習授業を行うこととなった。
また，上級学校進学志願者に対し，第 3学年より特別授業を実施することとなった（20）。なお，教室
に辞書類を備え付け，生徒文庫を設けて，生徒に課外時間の自習を奨励していた。
商業に馴染ませるために，教科授業のかたわら，天津市の商社や工場の見学も行われていた。例え
ば，1933年 9月 25日に裕大紡績・裕津製革公司を見学し，同年 10月 27日に天津居留民団公会堂に
おいて愛知県下生産商品見本市見学をも実践した（21）。
4.2　体育活動
天津日本商業学校は「まず健康」を標語にし，「海外第一線に於て活躍せんとする者を養成する」（22）
ため，学生の体育活動を奨励している。
体育方針としては，以下のものである。
一， 体育運動の指導に当たりては，身体の修練を重んずる共に運動精神を発揚し，徳性を涵養す
ることに力むべきこと。
二， 体育運動は科学の基礎の下に合理的に実施し，形式に馳せ，外観に囚はれ，或は勝負のみを
目的とするが如きことあるべからざること。
三， 体育運動は普く生徒をしてこれを実施せしめ，決して一部少数者のみに限る様のことあるべ
からざること。
四， 体育運動は絶えずこれを愛好する習慣を養ひ，一時的に過度に陥ることなからしむること。
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以上の体育方針から，天津日本商業学校は体育運動を通じて，身体の訓練と共に，商業に従事する
人間の徳性を養成し，体育精神を体得することを目指している。また，すべての生徒を体育運動に参
加させるように努めている。
天津日本商業学校は各学年の授業に，体操の授業毎週 4時間を配当しているだけでなく，体質の向
上，心身の修養，鍛錬を図ったため，毎日に 2回の保健体操（冬を除き裸体体操），「武道の暑中及寒
稽古」（23），毎月に 1回行軍を実施している。また，同校の「学友会」は体育部が設置され，「剣道，柔道，
野球，庭球，卓球，陸上競技，籠球，アイスホッケー，訓練部等を設け」（24）ており，体育の普及を図
るために，生徒に必ず一つの体育部に属させるようにした。
天津日本商業学校は体育における活躍が注目される。その一つに現在の甲子園の高校野球大会であ
る全国中等野球大会がある。同校は 1938年と 1939年連続して「満支代表」として出場を果たした（25）。
また短時間ではあったが「高度の技術と華麗な存在を誇った」（26）乗馬部があった。乗馬部の活動ぶ
りについて，卒業生の川名吉郎は以下のような思い出を提示している。
　乗馬部は我々一期生のみで配属将校の配慮で四年生の時でき，四年生の時は野砲隊で，五年生
の時は騎兵隊で練習し，毎月二回の日曜日に東機局迄部隊のトラックで送り迎えをいてもらいま
した。部員は十名で，東機局から日本租界，北寧公園迄数回遠乗りましたが……
4.3　天津日本商業学校の生徒状況
天津日本商業学校生徒の出身小学校は表 3の通りである。言うまでもなく生徒には，天津日本尋常
高等小学校の卒業者が最も多かったが，大連，北京，山海関などの中国各地，及び日本，朝鮮の小学
校を卒業した者もいた。
表 3　生徒出身学校統計表（1934年）
出身学校 第一学年 第二学年 計
天津日本尋常小学校 32 33 65
大連市早上田尋常高等小学校  0  1  1
神戸市○（27）尋常高等小学校  0  1  1
熊本市大江尋常高等小学校  0  1  1
福岡県尚間尋常高等小学校  0  1  1
福岡県原尋常高等小学校  0  1  1
長崎県多比良尋常高等小学校  0  1  1
茨城県土浦尋常高等小学校  1  0  1
山海関日本小学校  1  0  1
京城師範附属普通学校  1  0  1
北平日本小学校  1  0  1
計 36 39 75
出典：「昭和 9年度共益会事務報告書」より，筆者作成
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表 4に示したように，天津日本商業学校の在学生数は順調に増加していた。生徒数は創立当初の 1
学級で 38名から，1943年の 17学級で 657名に増加していった。ただし，1944年廃校のため，同年
から新規生徒の募集を停止し，3年以下の生徒は天津日本中学校に転学させられたため，4学年と 5
学年の 6学級 204名の生徒しかいなかった。
表 4　天津日本商業学校の在学生数と学級数（1933年–1944年）
年　度 1933 1934 1935 1936 1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944
在学生数 38 75 110 166 221 267 343 ― 573 ― 657 204
学 級 数 1 2 3 5 7 8 10 ― 15 ― 17 6
出典： 昭和 8年から昭和 19年の共益会事務報告書，居留民団事務報告書，『天津居留民団 30周年記念誌』をも
とに，筆者作成
資料から考察すると，1934年に，志願者の 69人に対し，入学者が 35人しかなく，入学試験の倍
率はわずか 50.72％（28）で，1935年の倍率は 56.34％（29）であるため，同校への入学が狭き門だったとい
えよう。
1934年天津日本商業学校の保護者の職業は表 5の通りである。
表 5　天津日本商業学校生徒保護者職業統計表（1934年）
官吏 公吏 新聞関係者 会社員 教員 僧侶 医師 海運業 貿易商
4 7 2 10 2 1 3 1 9
通関業 土木建築業 機物業 雑貨商 印刷業 薬種業 染物商 呉服商 金物商
2 2 1 8 1 6 2 2 1
金細工商 質商 燐寸材料商 白米商 骨董商 洋紙商 菓子商 其の他 計
1 2 1 1 1 2 1 2 75
出典：「昭和 9年度共益会事務報告書」より，筆者作成
　注：商業に従事している保護者は斜体にした文字で示す
天津日本商業学校の保護者は 41.3％が商業に従事している。当然のことながら，商業学校という性
格から商業に従事している保護者が多いことがわかる。
５．戦争と天津日本商業学校
1937年日中戦争が勃発し，天津日本商業学校の学業は中止となり，次第に教職員と生徒が戦争活
動に巻き込まれていた。「同校 221名の生徒は職員と共に活躍し，殊に生徒は軍部其他の要求によっ
て派遣され，戦時の激忙を緩和し得た功は頗る大なるものがあった」（30）との評価は居留民団に下され
たが，天津日本商業学校は戦争遂行に利用された。同校は戦争中，「軍通信班に勤務これを援助した」
事実がある。
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日中戦争勃発後，天津日本商業学校は 1938年に教授方針が「時局に鑑み日本精神発揚，新東亜建
設の大精神を経とし，又現今の複雑せる商業上の智識を緯とし将来実業に於て真に安心して取引出来
る信用ある人物の養成に努力した」とある。
さらに，天津日本商業学校は外地に設置されたことを考慮し，「郷土的教育事項」（31）に注意をはらっ
た。具体的には，
一， 訓育の徹底に努めた。所謂海外植民地的気分を去り質実，剛健，堅忍持久の精神を啓培し且
つ団体観念の明徴，国民精神の作興を図ることに努めた。
二， 教科の地方化と実際家に留意した。本校は各学科に軽重の差を設くることはないが其地理的
環境に鑑みて特に支那語に特別の考慮を払って教授上の能率増進を図ることに努めた。
三， 支那文庫の設置。明朗北支の建設は実に目覚ましいものがある，教師も生徒も北支に関する
産業上其他万般に亘ってその事情に通じて置く必要があるので支那文庫を設けた。
四， 体育の普遍的向上を図った海外第一線で活躍せんとする者を養成するためには「先づ健康」
といふ標語の下に普通的に体育を奨励して強健な身体と健全なる精神とを鍛練することに努
めた。
上記の「郷土的教育事項」を通じての内容分析から天津日本商業学校は戦時下，生徒の教育に関す
る特色を 2つ挙げられることができる。
①「海外第一線」に活躍する人材を育成するために，国民精神を養成するとともに，体育と身体健康
も重視されたこと。
②中国語及び中国事情をさらに身につけさせたこと。現地で商業に従事する人として，中国語の習得
が必要であったため，前述したように天津日本商業学校ではすでに中国語を必修科目として設置し
た。また，現地における商業実習，支那文庫の開設によって，生徒が中国事情に対する理解を深め
ることを図っていた。
６．生徒の回想録
当時の天津日本商業学校の学校生活の実情に関しては，その一つとして同校の卒業生による残され
た回想録から窺える。
生徒は天津日本商業学校を「天商」と略称して使用していた。制服は「詰襟カーキ色サージボタン，
ソフトなフランス帽で肩掛けズック鞄というしゃれたファッション」（32）であった。
卒業生の進路については，居留民団や財団法人共益会の年度事務報告書には記録されていなかっ
たが，回想録から天津日本商業学校の第 1期生川名吉郎は 1933年に進学したことがわかった。彼は
1938年に卒業後，天津信託興業株式会社に入社した。「この時の辞令は初期見習いで月俸銀三十五円
であった」（33）と述べている。また，1939年 10月 24日付け京津日々新聞では，「天津商業卒業生引っ
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張りだこ，初任給百円以上」ということが報道されている。そして，1940年 3月 16日の記事には，「天
津商業は初任給百円から百五十円で平均百三十円，女学校は八十円」という記載もあった。したがっ
て，第一期卒業生の初任給は低かったにもかかわらず，次の年次からの卒業生が引っ張りだこで，給
料も上がってきたことが推測される。
天津日本商業学校の生徒は卒業後の進路について，前述した川名吉郎のように，金融関係に就職し
た者のほか，上級進学者も数多かった。「1941年には 12月卒業に繰り上げられたが，十一月には卒
業生四十七名の内上級学校進学者二十五名を除く全員が銀行，三井，三菱，住友などに就職決定をし
た」と報道されている。また，昭和十八年四月には『天商出は秀才揃い』の見出しで上級学校受験者
の進学に関して詳しく報じられている。さらに，「十二月の卒業時期には約六百名の採用申し込みが
あった。卒業生に対し十数倍の求人申し込みである……」（34）と記載されている。ようするに，天津日
本商業学校は天津の名門学校として実名を上げており，多くの人材を育成していたのである。
７．おわりに
天津は貿易港のため，戦前，商業に従事する日本人が居留民の全体を占めた割合が多かった。した
がって，商業に従事する人材の育成が重要であると考えられる。本稿で取り上げた天津日本商業学校
は，天津日本居留民の男子中等教育の不備を補うために設置した教育機関であった。同校は 1933年
から 1944年にかけて 11年存続し，創立当初生徒数がわずか 38名だが，1943年には 600名を超える
規模にまで発展させた。しかし，太平洋戦争勃発後，日本は戦時下の特別措置として，商業学校を廃
止し，代わりに戦争体制に適応した実戦力の高い工業学校の設置を強制していた。したがって，同校
は 1944年に生徒募集を打ち切った。
天津日本商業学校の学則，教育方針の分析により，同校の教育的特徴は，実用性を重視し，自ら学
びたい意欲を育成し，生徒の興味関心を考慮する発展的・創造的な学習を重視し，忠実真剣な態度と
信念を育むことであった。同校の開設された教科に外国語教育を重視し，英語と中国語を両方履修し，
「満蒙支那」事情を課していることは，中国で商業活動に従事する場合には，外国語と現地の地理・
歴史・気候風土などの知識が必要であると考えられた。なお，同校は体育教育にも重視し，実際しば
しば体育大会で好成績を遂げた。卒業生は金融関係に就職したほか，上級進学者も数多かった。同校
は天津の名門学校として名を上げており，多くの人材を育成していた。
本稿は，天津日本商業学校を通じて，天津における日本人を対象とした教育の実態を考察してきた。
戦前において，天津の日本人男子中等教育機関として，同校の他に 1935年設置された天津日本中学
校も存在していたので，今後は天津日本中学校の教育を分析することによって，天津の日本人男子中
等教育の実態，及びその特徴を明らかにしていきたい。
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